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○  思いやりの心をもち、自分らしく、たくましく生き抜く力を育成する  

○  夢と生きがいをもち、学び続けることができる社会を実現する  

○  ふるさと倉敷を誇りに思い、倉敷の未来を担っていく力を育成する  

令和５年度教育行政 

重点施策 
 

令和５年度教育行政重点施策について 

本市は、令和３年３月に改訂した倉敷市教育大綱、倉敷市教育振興基本計画に基づいて

教育行政を進めます。その中で、現在の社会状況やこれまでの取組の状況を踏まえ、今年

度、特に力を入れて取り組むべき施策について、倉敷市教育振興基本計画の３つの基本目

標ごとに「重点的に取り組む事業」を設定し、進めてまいります。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

「“Ｆrom Ｋurashiki”が誇りとなるひとづくり」 

○Ｉam from Ｋurashiki．「“倉敷のひと”であることを誇りに思うひとに」  

○Ｔhis is from Ｋurashiki．「“倉敷らしさ”を誇りに思うひとに」  

○Ｆrom Ｋurashiki to the world「“倉敷のよさ”を世界へ発信できるひとに」 

 

倉敷市教育大綱 

 

倉敷市教育振興基本計画 

倉敷市教育振興基本計画は、社会情勢等を踏まえながら、中期的かつ総合的な

展望をもち、教育行政を計画的・体系的に進めるため、本市の最上位計画であ

る倉敷市七次総合計画との整合性を図りながら策定しています。  

さらに、倉敷市教育大綱に掲げる上記の基本方針を、３つの基本目標として設

定し、倉敷市教育大綱の基本理念の実現に向け計画を推進します。  

～ 基本理念 ～  

～ 基本理念を実現するための基本方針 ～  
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平成３０年７月豪雨災害や新型コロナウイルス感染症など予測困難な事象が生じている現代

社会においては、一人一人がお互いの違いや良さを認め合い、相手への思いやりの心をもつと

ともに、自らで考え行動する力を身につけることが必要です。 

また、今後、Society5.0 など新たな社会を迎える中で、これからの社会に対応していく力も

必要です。 

このため、これからの社会を生きていくすべての子どもたちが自分らしい強みと自信をもち、

基礎的・基本的な学力や知識を身に付け、自ら考え、行動し、たくましく生き抜くことができる

力を伸ばす教育を推進します。 
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２  

 

 

 

 

 

３  

思いやりの心をもち、自分らしく、たくましく 

生き抜く力を育成する 

重点的に取り組む事業 
 

基礎・基本定着事業 

１人１台端末を活用して学習する様子 

学力向上支援事業 

ＩＣＴの活用等による基礎・基本の習得及び授業改善に

よる学力の向上を図るための学校の取組を支援するため

に外部講師を学校に派遣する。また、学校の継続的な取組

の成果等を市内の学校へ発信する。 

 

（事業費：168千円 担当課：指導課） 

学習支援の様子 

学習内容の理解を深めるため、児童生徒の状況に応じ

た学習支援や個別指導を行う学習支援員（小学校３７人、

中学校１３人）を配置する。また、春休みの課題を作成す

る。 

 

（事業費：24,150千円 担当課：指導課） 

 

研究指定事業 

基本目標Ⅰ 

（子どもの教育） 

当面する教育上の諸問題の解決を目指して、研究の深

化・充実を図り、本市教育の進展に資することを目的と

し指定校を設定する。研究成果は、紀要の作成及び、配

付や発表会により、他の校園に広く公表する。 

 

       （事業費：590千円 担当課：指導課） 研究指定校の研究授業の様子 
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４  

 

５  

 

 

６  

  

７      

                             

８  

 

非常勤講師等単市加配事業交

流保育事業 
 教科指導の充実等のため、非常勤講師等を配置する。

（小学校２人、中学校２３人、高等学校７２人、 

特別支援学校６人） 

 

（事業費：125,112千円 担当課：学事課） 

英語教育推進事業 

生きた英語指導を行うため、外国人英語講師２５人を配

置する。また、小学校５・６年生の全員が個人で使用できる

学習ソフトを導入する。 

 

（事業費：140,268千円 担当課：指導課） 

ＧＩＧＡスクール構想に対応したパソコン等整備事業交流保育事

業 
 ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた情報機器の運用管

理と活用推進を行う。                         

 

（事業費：162,720千円 担当課：教育ＩＣＴ推進課） 

放課後学習サポート事業交流

保育事業 

学校防災教育推進事業 

避難所運営を模擬体験する授業の様子 

 

 小学生が災害時に自ら安全確保を図れるよう取り組む。 

 また、中学生が家庭や地域と連携した防災活動に自ら考

え取り組む。 

 

（事業費：3,492千円 担当課：保健体育課） 

1人 1台端末を活用する授業の様子 

学習支援の様子

非常勤講師 

非常勤講師による授業 

外国人英語講師による授業 

 放課後・土曜日・長期休業中に学習支援を行う支援員

（小学校５２人、中学校２５人）を配置する。 

  

（事業費：4,049千円 担当課：指導課） 
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学校問題支援プロジェクト事業 

推進会議やケース会議の開催、支援スタッフの配置等に

より、児童生徒の学校生活への不適応等に適切に対応し、

それらに起因する不登校やいじめなどの問題、保護者等と

のよりよい関係づくりの方法等について、学校への効果的

かつ機能的な援助を行う。 

       （事業費：15,212千円 担当課：指導課） 支援スタッフによる支援 

スクールカウンセラー等配置事業 

 いじめ、不登校をはじめとする児童生徒の学校不適応問

題に対応するため、国のスクールカウンセラーが配置され

ていない小学校及び５高等学校、１特別支援学校、５適応

指導教室に単市予算でスクールカウンセラーを派遣する。

また、生徒支援コーディネーター、不登校支援員、教員等に

専門的な見地から指導・助言するスーパーバイザーを１人

委嘱し、不登校対策や教育相談の質的な充実を図る。 

 

（事業費：17,433千円〔災害対応分含む〕 担当課：指導課） 

中学校のカウンセリングルーム 

学校・園生活支援員配置事業 

障がいのある幼児、児童生徒の教育活動の充実を図るた

め、学校・園に生活支援員を配置する。 

（幼稚園３０人・小学校１２８人・中学校２８人・ 

 高等学校６人・特別支援学校１０人） 

 

       （事業費：208,011千円 担当課：学事課） 

 

 

生活支援員による支援 

ふれあい教室事業保

育事業 

ふれあい教室 

不登校児童・生徒支援員等配置事業 

小学校・中学校の不登校対策のため、非常勤講師 

（１５人）や、不登校児童・生徒支援員（７６人）を配置

する。 

 

（事業費：63,633千円 担当課：学事課・指導課） 児童に寄り添う不登校児童支援員 

 市内５か所に「ふれあい教室」を設置し、相談や集団活

動を通じて、不登校児童・生徒の学校復帰や社会的自立に

向けた支援を行う。 

 

（事業費：62,083千円 担当課：教育センター） 
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18 

 

 

 

 

 

 

 

 

教師の事務作業等を補助する教師業務アシスタント（小

学校６１人、中学校２６人）を配置する。 

 

   （事業費：69,675千円 担当課：学事課） 

教師業務アシスタント配置事業 

公立幼稚園預かり保育・３歳児保育実施事業 

待機児童対策として、市立幼稚園において３歳児保育を

３２園で実施するとともに、保護者が就労している場合に

保育時間を延長する預かり保育を２３園で実施する。 

 

（事業費：240,215千円 担当課：学事課） 

 

大高小学校給食調理場・校舎整備事業 

ＤＢ（デザインビルド）方式により、給食調理場及び校舎

を合築して建設する。また、既存の給食調理場を解体する。

（令和６年３月完成予定） 

 

（事業費：234,972千円  

※２月補正予算前倒し計上：501,684千円 

担当課：保健体育課） 

 

担当課：保健体育課） 

 

学校園施設安全対策・防災機能強化事業育事

業 学校園の外壁改修及び屋上防水を行うことにより、避難所

としての機能強化及び教育環境の改善を図る。 

 

（※２月補正予算前倒し計上：1,650,000千円 

担当課：教育施設課） 

 

学校給食運営事業 

食料品価格高騰の影響を大きく受けている子育て世帯の

負担軽減を図るために、小中学校の給食費の令和５年度の１

か月分を支援する。 

 

（※２月補正予算前倒し計上：258,212千円 

担当課：保健体育課） 

 

外壁改修・屋上防水改修 

大高小学校給食調理場 

教師業務アシスタントによる 
事務作業補助 

幼稚園での３歳児保育 

給食費の支援 
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22  

23                               

                            

             

       

学校のトイレ洋式化改修及び校舎等照明のＬＥＤ化を行う。 

令和５年度は小学校１１校、中学校４校で実施する。 

 

（※２月補正予算前倒し計上：1,218,000千円 

担当課：教育施設課） 

小学校６１校の特別教室にエアコンを設置する。 

 

（※２月補正予算前倒し計上 1,368,000千円 

担当課：教育施設課） 

 

特別支援教育を専攻する学生の市内特別支援学級等へ

の人的支援（ボランティア）、特別支援教育に携わる教員

を目指す学生の資質向上、小中学校・大学の双方にとって

有益な事業を実施する。 

 

（事業費： 58千円 担当課：指導課） 
大学での学習会の様子 

令和３年度末に閉校した霞丘小学校校舎等を改修し、

市立高等学校の校舎等として活用する。 

（令和６年４月供用開始予定） 

 

（事業費：810,000千円 担当課：教育施設課） 

 

小学校特別教室エアコン設置 

市立高等学校として活用される 
霞丘小学校 

学校トイレ洋式化改修・校舎等照明ＬＥＤ化事業 

【拡大】小学校特別教室エアコン設置事業 

特別支援教育大学連携事業 

市立精思・玉島高等学校統合事業 

【新】デジタル田園都市国家構想推進事業（保護者連絡システム） 

デジタルを活用して学校園と保護者間における意思疎通

がスムーズに行えるように双方向での連絡機能等を有した

保護者連絡システムを導入する。  

 

（事業費： 46,934千円 債務負担行為：31,218千円    

担当課：教育ＩＣＴ推進課） 

保護者連絡システム 

トイレ洋式化・校舎等照明ＬＥＤ化 
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新共同調理場整備事業 

「倉敷市学校給食調理場整備に係る基本方針」に基づき、 

（仮称）倉敷学校給食共同調理場と（仮称）児島学校給食 

共同調理場の整備を進めていく。 

 

（事業費：25,262千円  担当課：保健体育課） 
（仮称）倉敷学校給食共同調理場 イメージ図 
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学びに終わりはなく、ひとは生涯にわたって学び続けていくものです。人生１００年時代の

到来が予測される現在、市民一人一人が健康でいきいきと暮らすためには、人生に夢と生きが

いをもち、知識や教養を高め、生活を実り多いものにすることが必要です。 

このため、一人一人が何歳になっても、様々な分野で自分自身の可能性を伸ばし、学び直し

や新たなことに挑戦するチャンスを大きく拡げ、学んだことを生かし、地域がつながり支え合

う生涯学習社会の実現をめざします。 
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２  

                           

 

 

 

 

 

 

 

３  

 

 

 

 

 

 

地域力向上講座実施事業（生涯学習活動推進事業） 

高梁川流域学び直し支援事業 

高梁川流域圏域の社会参画に困難を抱える１５歳から

３９歳までの方を対象として、カウンセリング・学習支

援・居場所の提供等を実施する。 

 

（事業費：9,530千円 担当課：生涯学習課） 

まなびば ippo（いっぽ）での支援 

夢と生きがいをもち、学び続けることができる 
社会を実現する 

 地域住民や利用者のニーズ・課題の把握に努め、学んだ

成果を家庭や地域へ還元できる（活かせる）講座を実施す

る。 

 ※子育て支援、スマートフォンの使い方等の講座 

（事業費：「生涯学習活動推進事業」の事業費に含む） 

            （担当課：市民学習センター） 

地域還元型講座実施事業（生涯学習活動推進事業） 

重点的に取り組む事業 
 

パパ・ママのための子育て 
ステップアップ講座 

ゲームで学ぶ災害時の備え 

基本目標Ⅱ 
（生涯学習） 

地域課題を把握し、関心の喚起や理解の深化、課題の

共有化、問題解決のきっかけづくりにつながる講座を実

施し、地域力向上や持続可能な地域づくりの実現を図

る。 

※防災・減災や防犯、介護予防、自然環境、交通安全、

ＳＤＧｓ等をテーマにした講座 

（事業費：「生涯学習活動推進事業」の事業費に含む） 

            （担当課：市民学習センター） 
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くらしき作陽大学及び倉敷芸術科学大学との人材交流

や、連携協力した地域の魅力発信事業を行うことにより、

教員及び学生の資質・能力の向上並びに地域活性化の実

現を図る。 

 

（担当課：美術館・自然史博物館） 

 

展覧会開会式での 
ウェルカムコンサート 

【拡大】公民館施設整備事業 

下津井公民館と下津井市民サービスセンターを複合化

する。 

船穂公民館と船穂憩の家を複合化する。令和５年度は

実施設計を行う。 

 

（事業費：46,500千円 担当課：市民学習センター） 

ＥＳＣＯ事業 

 施設の省エネ改修による光熱水費削減分で、設備更新・

維持管理費用を賄うＥＳＣＯ事業を、ライフパーク倉敷・

倉敷公民館・玉島図書館で行う。 

 

（事業費：65,869千円 

担当課：中央図書館・市民学習センター） 

 

大学との連携による学校等支援事業 

【新】自然史博物館施設整備事業 

自然史博物館をライフパーク倉敷の敷地内に移転し、

ライフパーク倉敷と一部複合化する。 

令和５年度は、基本計画を策定する。 

 

（事業費：13,000千円 担当課：自然史博物館） 

ライフパーク倉敷 
 

下津井公民館 
 

自然史博物館 
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人口減少に伴う地域社会の縮小が懸念される中、「地方創生」に向けて、地域を担う「人財＝

ひと」を地域の中で育成するとともに、日本遺産を始めとした倉敷が誇る特色ある地域資源を

活用して、その魅力を国内外へ広く発信し、人々が安心して暮らせるような持続可能なまちに

していくことが必要です。 

このため、平成２８年５月に本市で開催された「Ｇ７倉敷教育大臣会合」で採択された「倉

敷宣言」の中で推進に取り組むこととしたＳＤＧｓの理念を取り入れ、学校、家庭と地域が連

携し、家庭や地域の教育力を高め、地域全体で子どもを育てる環境づくりを進めます。 

また、郷土の先人、歴史、文化等を学び、郷土への理解、愛着、誇り、そして、将来このま

ちを担っていく力を育成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郷土くらしきを大切にする心育成プロジェクト事業 

○市民憲章を活用した子どもの豊かな心育成 

子どもたちが、郷土くらしきを愛し、故郷に親しみ、心

豊かに成長できるような取組を、市民憲章に謳われている

精神を生かして行う。 

※活動例 

（花いっぱい運動・あいさつ運動・地域のクリーン作戦等） 

（事業費：67千円 担当課：指導課） 

 

○社会科副読本「みんなのまち くらしき」作成と活用 

小学校３・４年生の社会科で、地域教材を取り入れて市

独自に作成した副読本を活用し、地域社会に対する誇りと

愛情、地域社会の一員としての自覚を養う指導を行う。 

（事業費：7,623千円 担当課：指導課） 

 

○倉敷こどもミーティング 

生徒自身が身のまわりの問題に気づき、自ら考え、行動

しようとする力を育てることに重点を置き、生徒が主体的

に問題解決を図っていこうとする能力や態度の育成を目

指す。市内２６中学校の生徒代表と小学生代表が一堂に会

し、「倉敷っ子憲章」に準じた取組やＳＤＧｓの視点を取

り入れた取組などをテーマに協議する。 

（事業費：22千円 担当課：指導課） 

あいさつ運動 

 

 
社会科副読本「みんなのまちくらしき」 

 

ふるさと倉敷を誇りに思い、倉敷の未来を 

担っていく力を育成する 

重点的に取り組む事業 
 

倉敷こどもミーティングの様子 

 

基本目標Ⅲ 

（地方創生・協働） 
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【拡大】地域連携による学校支援事業 

【拡大】学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）推進事業 

学校や地域が抱える問題を解決し、子どもたちの健やか

な成長とさらなる質の高い学校教育の実現を図るため、「地

域とともにある学校づくり」を目指す学校運営協議会制度

の設置校（コミュニティ・スクール）を拡充する。 

 

（担当課：指導課 学事課 生涯学習課 教育企画総務課） 

伝統的建造物群保存事業 

伝統的建造物群保存地区内にある建物の修理修景費の

一部を助成する。 

 

（事業費：44,811千円 担当課：文化財保護課） 

奨学金給付貸付事業保

育事業 ＜新規募集人数＞ 

【貸付】高校９人 大学・短期大学４４人 

【返還一部免除型貸付】大学・短期大学１０人 

【給付】高校６人 大学・短期大学２３人 専修学校７人 

 

（事業費：54,872千円 担当課：学事課） 
奨学生募集ポスター 

地域住民が主体となり、学校での学習支援や環境整備な

どの支援活動を通して子どもたちと触れ合うことで子ど

もたちの豊かな人間性を養い育むとともに、地域の教育力

の向上を図る。 

 令和４年度７６校から令和５年度は７９校（予定）に拡

大して実施する。 

  国の１／３補助事業 

（事業費：57,763千円 担当課：生涯学習課） 

ボランティアによる 
田植え体験補助の様子 

学校運営協議会の様子 

 
美観地区の町並み 
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令和５年度教育行政 

主要事業 

 

 

 

 

令和５年度教育行政主要事業について  

倉敷市教育大綱に掲げた基本理念の実現に向け、倉敷市教育振興基本計画に基づき、令

和５年度に教育委員会が実施する主要事業について、次ページ以降に示します。 

なお、重点事業及び主要事業については、翌年度、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第２６条に基づく点検・評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議

会に提出するとともにホームページ等により公表いたします。 

 

 

  

 

 

 



 

実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

52.3％ 55.0％ 60.0％

予算額
（千円）

担当課

1,746 人権教育推進室

予算額
（千円）

担当課

81 人権教育推進室

251 人権教育推進室

379 人権教育推進室

6,800
人権教育推進室

指導課

589
人権教育推進室

指導課

基本施策・個別施策・主要事業

基本施策①　人間尊重の精神を基盤とする人権教育を総合的に推進し、多様
                 な価値観や生き方を認め合い、人権が守られる社会をつくる

評価指標

日々の生活の中で、身の回りの人権が大切にさ
れていると思う人の割合

施策①－１　人権教育の総合的な推進

事業名 概要

人権教育資料作
成事業

人権教育に関する資料を作成して、その活用を図る。（研修用資料
「みんなのしあわせのために」ほか）

施策①－２　学校園における人権教育の推進

事業名 概要

学校園人権教育
研修事業

管理職や人権教育担当者等の教職員を対象とした人権教育研修
会を開催し、様々な人権問題についての理解と認識を深め、各学校
園の人権教育の推進と充実を図る。

人権教育外部講
師活用事業

児童生徒を対象にした人権学習において、外部講師を積極的に活
用し、人権に関する知的理解の深化と人権感覚の育成を図る。

人権教育現地研
修事業

教職員が同和問題、平和問題、ハンセン病問題に関わりの深い場所
を訪れ、施設の見学や当事者との交流等を通して各人権課題につ
いての理解と認識を深めるとともに、人権を尊重し、人権問題を解決
していこうとする意識・意欲を高める。

学校園人権教育
推進事業

全ての学校園の教職員を対象に、様々な人権問題についての理解
と認識を深めるとともに、日々の教育活動を通して人権教育の具体
的な研究・実践を進めることで、一人一人を大切にする人権尊重の
視点に立った学校園づくりを推進し、子どもたちが落ち着いて学べる
環境を整える。

学校園人権教育
課題研究事業

学校教育に関わりの深い人権課題等について、人権教育課題研究
委員を中心に指導の内容や方法について実践的な研究を進め、そ
の成果を各学校園の人権教育の充実に生かす。
令和５年度研究テーマ
「主体的に安全に生きる児童生徒の育成」
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予算額
（千円）

担当課

11,300
市民学習センター
人権教育推進室

1,255 人権教育推進室

137 人権教育推進室

施策①－３　家庭・地域社会における人権教育の推進

事業名 概要

人権学習推進事
業

各中学校区ごとに人権学習推進委員会を設置し、研修活動やふれ
あい・交流活動、広報・啓発活動などを通して人権尊重のまちづくり
を進める。

ＰＴＡ人権教育推
進事業

子どもの人権感覚を育成するための保護者の役割や様々な人権問
題についての理解と認識を深めることを目的に、講演会や研修用資
料の配布などを実施し、人権が尊重された社会の基盤となる家庭教
育の充実を図る。

人権ポスター募集
事業

児童生徒から人権に関するポスターを募集し、児童生徒の人権意識
の高揚を図るとともに、そのポスターを活用して市民への啓発活動を
進める。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

小学校46.7件
中学校21.9件

小学校  66件
中学校  30件

小学校111件
中学校  40件

小学校0.99％
中学校3.39％

小学校0.45％
中学校2.25％

小学校0.25％
中学校2.00％

87.6％ 96.0％ 97.0％

87.6％ 90.0％ 95.0％

予算額
（千円）

担当課

4,660 指導課

13,195 保健体育課

1,660 教育ＩＣＴ推進課

予算額
（千円）

担当課

17,433 指導課

63,633
学事課
指導課

62,083
教育センター

指導課

基本施策②　全ての子どもが心も身体も健やかに成長できる学びの場をつくる

評価指標

１，０００人当たりのいじめの認知件数

不登校出現率

困った時、悩みがある時に相談する人がいると
答えた子どもの割合

情報モラルに関する授業・指導ができる教員の
割合

施策②－１　豊かな情操と道徳心の育成

事業名 概要

総合舞台芸術鑑
賞事業

劇団四季が行う「こころの劇場」プロジェクトを利用し、市内の小学校
６年生全員に本物のミュージカルを鑑賞する機会を設定し、豊かな
体験活動と情操教育の充実を図る。

中学校部活動指
導体制推進事業

部活動を指導する教員の負担を軽減するとともに、技術指導力の補
完による部活動の質的な向上を図るため、専門的な知識や技能を
有する指導員を配置する。

情報モラル教材
整備事業
【教育用デジタルコン
テンツ整備事業】

教師が日常的にＩＣＴを活用した授業を行い、学習指導要領で示され
た児童生徒の情報活用能力と確かな学力の向上や情報モラルの育
成を図るために、教育効果の高いデジタル教材を整備し、利活用が
できるように支援を行う。
教職員向けの研修や保護者向けの情報モラルコンテンツの公開を
行うなど、デジタル教材の活用ができるよう、利活用の支援を継続し
て実施する。

施策②－２　心の育成につなげる支援の充実

スクールカウンセ
ラー等配置事業

いじめ、不登校をはじめとする児童生徒の学校不適応問題に対応す
るため、国のスクールカウンセラーが配置されていない小学校及び５
高等学校、１特別支援学校、５適応指導教室に単市予算でスクール
カウンセラーを派遣する。また、生徒支援コーディネーター、不登校
支援員、教員等に専門的な見地から指導助言するスーパーバイ
ザーを１人委嘱し、不登校対策や教育相談の質的な充実を図る。

不登校児童・生徒
支援員等配置事
業

小学校・中学校の不登校対策のため、非常勤講師（１５人）や、児
童・生徒支援員（７６人）を配置する。

事業名 概要

ふれあい教室事
業

市内５か所に「ふれあい教室」を設置し、相談や集団活動を通じて、
不登校児童生徒の学校復帰や社会的自立に向けた支援を行う。
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－ 指導課

予算額
（千円）

担当課

15,212 指導課

96,124 学事課

5,074 指導課

125,112 学事課

－ 指導課

規範意識向上モ
デル校等における
警察と密接に連携
した取組の推進
【県事業】

平成２６年度より設置された「学校警察連絡室」と学校等との連携を
図り、非行防止教室やルール･マナーの啓発活動、あいさつ運動等
を通して非行防止対策を集中的に推進している。
今年度も、規範意識向上モデル中学校区を中心に問題行動の改善
や非行の抑止などを目指して、非行防止対策の充実を図る。

施策②－３　学校園における校種間連携と諸課題
　　　　　　　　の解決

事業名 概要

学校問題支援プロ
ジェクト事業

推進会議やケース会議の開催、支援スタッフの配置等により、児童
生徒の学校生活への不適応等に適切に対応し、それらに起因する
不登校やいじめなどの問題、保護者等とのよりよい関係づくりの方法
等について、学校への効果的かつ機能的な援助を行う。

小１グッドスタート
事業

小学校第１学年において、児童数が３０人以上の学級が１学級でも
あれば、１年生すべての学級に対して学習面や生活面をサポートす
る支援員を配置して｢小１プロブレム｣への対応を図り、小学校生活の
スタートの１年間が、心豊かで充実した成長の場となるようにする。

　４月～１０月（２０週）は県の補助事業
　１１月～３月末（１８週）は単市による配置

生徒指導支援員
配置事業

いじめなどの問題行動の未然防止を図るため、校内の巡回や生徒指
導について教員、保護者への支援を行う支援員を配置する。

非常勤講師等単
市加配事業

教科指導や生徒指導、特別支援教育等の充実を図るため、非常勤
講師等を配置する。（小学校２人・中学校２３人・高等学校７２人・特
別支援学校６人）

校種間連携の推
進

子どもたちの不安をやわらげ、期待感や安心感がもてるような指導に
ついて、学力向上や生徒指導、特別支援教育等の視点から組織
的・継続的な取組を行っている。中学校区での学力の分析や合同研
修会の実施、生活に関する共通したルールづくり、個別の教育支援
計画・個別の指導計画の引継ぎなど、校種間連携の体制づくりの積
極的な推進を図る。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

小学校6年76.6％
中学校3年72.7％

小学校6年76.0％
中学校3年75.0％

小学校6年80.0％
中学校3年80.0％

80.6％ 90.0％ 95.0％

70.8％ 80.0％ 95.0％

予算額
（千円）

担当課

24,150 指導課

168 指導課

4,049 指導課

247 指導課

2,199 指導課

予算額
（千円）

担当課

2,394
教育センター

指導課

590 指導課

基本施策③　学校教育の充実を図る

評価指標

学力向上支援事
業

学習内容の理解を深めるため、主に授業中に、児童生徒の状況に
応じた学習支援や個別指導を行う学習支援員（小学校３７人、中学
校１３人）を配置する。また、春休みの課題を小学校１～６年生、中
学校１・２年生に配布する。

基礎・基本定着事
業

ＩＣＴの活用等による基礎・基本の習得及び授業改善による学力の向
上を図るための学校の取組を支援するために外部講師を学校に派
遣する。また、学校の継続的な取組の成果等を市内の学校へ発信
する。

授業以外で平日に１時間以上学習する児童生
徒の割合

学校が楽しいと思う子どもの割合

「子どもの学校での教育がしっかりできて
いる」と感じている人の割合

施策③－１　教育要領、学習指導要領の
　　　　　　　　ねらいの具体化と確かな学力
　　　　　　　　の向上

事業名 概要

放課後学習サ
ポート事業

小・中学校で放課後・土曜日・長期休業中に学習支援ソフト等を活
用して児童生徒の状況に応じた学習支援を行う支援員（小学校５２
人・中学校２５人）を配置する。

学校園支援ボラン
ティア活用事業

学力向上支援や生徒指導上の問題、特別な支援が必要な児童生
徒の支援などを中心に、学校の教育活動を支援するボランティアを
学生や市民等から募集・登録し、学校のニーズとマッチングして学校
にボランティアを派遣し学校園を支援する。

キャリア教育推進
事業

地元企業の協力を得ながら地域における職場体験活動（倉敷チャレ
ンジ・ワーク１４）を通して、生徒の望ましい職業観や勤労観を育て、
自己の生き方を考え、様々な課題を乗り越えながら学習や生活に
チャレンジすることができるように支援し、学校におけるキャリア教育を
推進する。

施策③－２　教職員の資質や指導力の
　　　　　　　　向上

事業名 概要

教育センター研修
事業

初任者研修等の経験年数別研修、幼児教育・生徒指導・特別支援
教育等の職能研修を実施し、教職員の資質向上を図る。

研究指定事業
当面する教育上の諸問題の解決を目指して、各校園種ごとの研究
指定校が２年間の研究実践に取り組み、研究の深化、充実を図り、
本市教育の進展を図る。
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－ 指導課

69,675 学事課

予算額
（千円）

担当課

3,492 保健体育課

2,586 保健体育課

予算額
（千円）

担当課

(1,650,000)
教育施設課

(1,218,000)
教育施設課

(1,368,000)
教育施設課

810,000 教育施設課

※予算額の（　）内は、令和４年度２月補正予算前倒し計上額

概要

授業改革推進リー
ダー・推進員の配
置【県事業】

地域内の学校を継続的に訪問し、授業改善や校内指導体制への指
導、助言を専門的に行う「授業改革推進リーダー（教頭）・授業改革
推進員（指導教諭）」を配置することで、地域における核として教員の
授業力向上及び、学校の学力向上の取組を支援し、児童生徒の学
力の向上、定着を図る。

教師業務アシスタ
ント配置事業

教員の働き方改革を推進するとともに、学校現場の教育体制の充実
を図るため、教員の事務作業等を補助する教師業務アシスタントを
配置する。
（小学校６１人・中学校２６人）

施策③－３　防災教育・安全教育の推進

事業名 概要

学校園施設安全
対策・防災機能強
化事業

学校園の屋上防水・外壁改修を行う。令和５年度は緑丘小学校他２
２校園で実施する。

学校トイレ洋式化
改修・校舎照明Ｌ
ＥＤ化事業

学校のトイレ洋式化改修及び校舎等照明のＬＥＤ化を計画的に進め
る。
令和５年度は帯江小学校他１４校で実施する。

学校防災教育推
進事業

学級指導や各教科等の指導、避難訓練等を通して、地域の実態に
即した防災教育を進め、防災意識を向上させるとともに、災害を自分
事として捉え、災害発生時に自らが判断し、迅速かつ適切な行動が
できるよう指導の充実を図る。
中学校では「自助」に加えて「共助」についての学習を進め、中学生
が自ら考え、家庭や地域の力となることができるよう指導の充実に努
め、将来の地域防災の担い手の育成を図る。

通学路安全推進
事業

小中学校の通学路及び園外保育での移動経路について、教育委員
会・道路管理者・警察等による定期的な合同点検を実施し、交通安
全や防犯上の安全対策を推進する。また、各学校における交通安全
教室等を含めた交通安全教育において、指導、助言を行う。
小学校の通学路へ既存の登下校見守り防犯カメラの維持管理に努
め、児童等の安全確保を図る。

施策③－４　安全・安心な教育施設の整備

事業名

【拡大】小学校特
別教室エアコン設
置事業

小学校６１校の特別教室にエアコンを設置する。

市立精思・玉島高
等学校統合事業

令和３年度末に閉校した霞丘小学校校舎等を改修し、市立高等学
校の校舎等として活用する。（令和６年４月供用開始予定）
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

35.1％ 50.0％ 60.0％

83.1％ 100.0％ 100.0％

予算額
（千円）

担当課

－ 指導課

140,268 指導課

69,900 指導課

162,720 教育ＩＣＴ推進課

40,799 教育ＩＣＴ推進課

199,202 教育ＩＣＴ推進課

203,852 教育ＩＣＴ推進課

21,627 教育ＩＣＴ推進課

学校ＩＣＴ支援員委
託事業
【情報教育推進事
業】

小・中・特別支援学校にＩＣＴ支援技術を有した人員を派遣し、教員
が授業において教育用ソフトウェアやＩＣＴ機器等を活用した授業をす
る際の支援と、教員に対する情報モラルの研修を行うことで、教員のＩ
ＣＴ活用指導力と情報モラルに対する意識の向上を図り、教員は子
どもたちの情報活用能力を育成する。また、児童生徒１人１台パソコ
ンの活用について、教員の授業支援を行う。

基本施策④　時代の進展に対応した教育を積極的に取り入れる

評価指標

中学校３年生で英検３級程度以上の英語力を
有する生徒の割合

授業中にＩＣＴを活用して授業ができる教員の割
合

施策④－１　時代の進展に
　　　　　　　　対応する教育
　　　　　　　　の推進

事業名 概要

高梁川流域圏域
こどもサミット

高梁川流域圏域の中学生がＳＤＧｓに関するテーマで討論を行う「こ
どもサミット」を実施する。令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため集合型開催からオンデマンドで実施。次回は、３年後の
令和６年度に開催を予定している。

英語教育推進事
業

英語力向上を目的に、外国人英語講師２５人を配置する。また、小
学校５・６年生の全員が個人で使用できる学習ソフトを導入する。「倉
敷市長杯Ｇ７倉敷こどもサミット宣言記念中学生英語スピーチコンテ
スト」を開催し、英語学習の動機付けを行う。

デジタル教科書整
備事業

学習指導要領で示された児童生徒の情報活用能力と確かな学力の
向上を図るため、普通教室や特別教室、コンピュータ教室等におい
て日常的にＩＣＴを活用した授業実践を行うことができる、デジタル教
科書を整備する。また、教員がデジタル教科書を授業で活用し、教
育効果を高められるよう操作研修を行う。

ＧＩＧＡスクール構
想に対応したパソ
コン等整備事業

「ＧＩＧＡスクール構想」により整備した１人１台パソコンの活用により、
情報活用能力の育成を図るとともに、災害や感染症など非常時の学
ぶ機会を保障する。

学校園事務ネット
ワークシステム更
新事業

学校園事務ネットワークシステム（統合型校務支援システム）を使用
する学校園での業務が円滑にできるよう、事業者ともにサポート体制
をつくり、支援を行う。また、このシステムを活用することにより学校に
おける働き方改革を推進する。

教育用コンピュー
タ整備事業

小・中・高・特別支援学校に整備したコンピュータ等のＩＣＴ機器を計
画的に更新し、子どもたちの情報活用能力の育成と情報通信技術を
効果的に活用した分かりやすい授業の実現を図る。

ネットワーク・シス
テム整備事業

学校園と生涯学習施設、教育委員会におけるネットワーク（校務用・
教育用・図書館用）やそれらを利用して使用する各システム（教育用
システム・学校園事務ネットワークシステム・総合情報配信システム・
図書館システム等）の整備と保守を行い、セキュリティ確保および業
務の安定稼働に努める。
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46,934 教育ＩＣＴ推進課

【新】デジタル田園
都市国家構想推
進事業（保護者連
絡システム）

デジタルを活用して、学校園と保護者間における意思疎通がスムー
ズに行えるように、双方向での連絡機能を有した保護者連絡システ
ムを導入し、学校園・保護者双方の負担軽減を図るとともに、利便性
の向上に努める。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ1２年度）

2年生男子87.3%
2年生女子81.1%

2年生男子80.0%
2年生女子70.0%

2年生男子90.0%
2年生女子80.0%

50.4％ 66.0％ 100.0％

予算額
（千円）

担当課

292,816 保健体育課

11,925 保健体育課

予算額
（千円）

担当課

995,977
(258,212)

保健体育課

535,563
倉敷中央学校給
食共同調理場

－ 保健体育課

234,972
(501,684)

保健体育課

基本施策⑤　子どもの健康づくりを支援する

評価指標

中学校を卒業後も自主的にスポーツをする時
間をもちたいと思う中学生の割合

学校給食調理場のドライ方式の割合（ドライ方
式給食調理場での調理食数／市内学校給食
調理場の総調理食数×100）

施策⑤－１　子どもの体力向上・健康管理の推進

事業名 概要

学校健康管理事
業

幼児、児童生徒が心身ともに健康であるために、毎年定期健康診断
を実施し、疾病異常の早期発見、早期治療に努め、また、教職員の
健康管理や健康診断の結果に基づいて適切な事後措置を講ずる。
そのために、市立の全学校園に学校医、学校歯科医及び学校薬剤
師を委嘱する。（内科医１５１人、眼科、耳鼻科、歯科医各１３３人、
学校薬剤師１３１人）
飲料水やプール水の水質検査、また学校受水槽の清掃等も合わせ
て実施し、健康的で快適な学習環境の確保に努める。

学校体育振興事
業

学校教育における体育・スポーツ活動の指導の充実を図るとともに、
児童生徒の体力や運動能力の実態を把握し、体力向上に向けた取
組を推進する。また、児童生徒が参加する体育大会等への助成を
行う。

施策⑤－２　食育の推進

事業名 概要

学校給食運営事
業

食料品価格高騰の影響を大きく受けている子育て世帯の負担軽減
を図るために、小中学校の給食費の令和５年度の１か月分を支援す
る。
安全かつ安心な学校給食の推進を図るため、調理場の施設や備品
の修繕及び衛生管理に努める。
老朽化している給食調理場については、「倉敷市学校給食調理場整
備に係る基本方針」に沿って整備を進める。

共同調理場管理
事業

安全かつ安心な学校給食の推進を図るため、調理場の施設や備品
の修繕及び衛生管理に努める。
真備学校給食共同調理場で調理された給食の副食を真備地区の１
中学校と６小学校に配送する業務を委託する。
倉敷中央学校給食共同調理場および真備学校給食共同調理場に
おける調理等の業務を委託する。

学校給食における
食育の推進

学校給食は心身の成長期にあたる児童生徒に対し、栄養バランスの
とれた食事を提供するとともに、児童生徒が食事の重要性、楽しさ、
地域の食材を学ぶ機会を提供している。
栄養教諭、学校栄養職員は食に関する指導の充実に向け、計画的
に献立作成を行うとともに、指導資料や食育教材の開発を行ってい
る。

大高小学校給食
調理場・校舎整備
事業

ＤＢ（デザインビルド）方式により給食調理場及び校舎を合築して建設
する。（令和６年３月完成予定）
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25,262 保健体育課

※予算額の（　）内は、令和４年度２月補正予算前倒し計上額

新共同調理場整
備事業

ＰＦＩ方式により、（仮称）倉敷学校給食共同調理場（令和６年度稼働
開始）と（仮称）児島学校給食共同調理場（令和７年度稼働開始）の
整備を行う。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ1２年度）

78.6％ 88.4％ 100.0％

54.8％ 76.7％ 100.0％

予算額
（千円）

担当課

478 指導課

1,110 指導課

86,903 学事課

153,312 学事課

546 学事課

基本施策⑥　就学前教育の充実を図る

評価指標

３歳児保育を実施している幼稚園の割合

預かり保育を実施している幼稚園の割合

施策⑥－１　幼稚園教育の充実

事業名 概要

幼稚園指導力アッ
プ支援事業

幼稚園教育の経験が豊富で優れた指導力や管理力をもつ退職園
長等を任用し、指定園の園長や教諭等に指導、助言を行うことによ
り、幼稚園の教育水準の維持向上や幼稚園が直面する課題の解決
を図る。

幼稚園子育て支
援事業

保護者や地域の人々に幼稚園の施設や機能を開放したり、カウンセ
ラーによる子育て相談（８園）を実施したりして、「地域における幼児
期の教育センター」としての役割を果たす。

幼稚園預かり保育
実施事業

市立幼稚園において、保護者が就労している場合などに保育時間を
延長する預かり保育を２３園で実施する。

３歳児保育実施
事業

市立幼稚園において、３歳児保育のニーズに対応するため、３歳児
保育を３２園で実施する。

交流保育事業
公立の小規模園が近隣の園と、多数の集団でないと経験できない遊
びを中心とした活動を行う交流保育を実施する。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

60.7％ 70.0％ 80.0％

2,038人 2,050人 2,150人

予算額
（千円）

担当課

208,011 学事課

60,859
学事課
指導課

教育企画総務課

863 指導課

3,108 指導課

予算額
（千円）

担当課

5,941 指導課

58 指導課

基本施策⑦　障がいのある子どもが、適切な教育や保育が受けられる体制を
　　　　　　　　 整える

評価指標

特別支援教育について理解が進んでいると思う
人の割合

特別支援教育・特別支援保育に関する学習
会・研修会等への教職員や保育職員の参加者
数

施策⑦－１　支援体制の確立と個に応じた
　　　　　　　　支援の充実

事業名 概要

学校・園生活支援
員配置事業

障がいのある幼児、児童生徒の教育活動の充実を図るため、学校・
園に生活支援員を配置する。
（幼稚園３０人・小学校１２８人・中学校２８人・高等学校６人・特別支
援学校１０人）

通級指導推進事
業

通級指導（幼児指導教室）の充実のために必要な非常勤講師等を
配置し、特別支援教育の充実を図る。
・幼稚園　　　９人 　・小学校　　１２人　　・中学校　　１人

特別支援教育専
門家派遣事業

専門的知識を有する学識経験者、臨床心理士、作業療法士、言語
聴覚士、福祉関係者等の専門家スタッフが、学校園の要望や幼児、
児童生徒の実態に応じて学校園を訪問し、指導、助言等を行い、特
別支援教育の一層の充実を図る。

教育相談員配置
事業

保護者及び学校からの相談に応じ、適切な教育支援・就学相談を
進めるため、特別支援教育推進室へ教育相談員を配置し、相談体
制の充実を図る。

施策⑦－２　関係機関や民間団体等との
　　　　　　　　連携

事業名 概要

特別支援教育推
進事業

センター的機能を果たす特別支援学校への研修委託、教育支援体
制整備、啓発活動等を行う。

特別支援教育大
学連携事業

特別支援教育を専攻する学生の市内特別支援学級等への人的支
援（ボランティア）、特別支援教育に携わる教員を目指す学生の資質
向上、小中学校・大学の双方にとって有益な事業を実施する。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

1,122人 14,500人 18,000人

84.6％ 86.0％ 88.0％

予算額
（千円）

担当課

221 自然史博物館

555 自然史博物館

4,624 自然史博物館

28,661 自然史博物館

13,000 自然史博物館

285 生涯学習課

216,366 生涯学習課

基本施策⑧　子どもたちが緑や生き物などの自然にふれながら、学べる機会
　　　　　　　　 を提供する

評価指標

自然にふれたり、学んだりする活動に参加して
いる子どもの数

自然の中で遊ぶことが楽しいと思っている子ども
の割合

施策⑧－１　自然とふれあう機会・施設の充実

事業名 概要

展示事業
「新着資料展」、「しぜんしくらしき賞作品展」、「むしむしサロン」、「み
んなの動物ラボ」等の企画展の開催、及び常設展示の部分的な更
新を実施する。

教育普及事業、
自然史博物館ま
つり事業

自然史博物館友の会をはじめ関連団体との協働で、自然観察会、
各種講座、自然史博物館まつり等を実施する。学校等への出前講
座による講師派遣を行う。

調査研究事業、
標本・文献等収集
事業

寄贈資料の受入れや標本作製によって、自然史資料を収集・保管
し、活用できるよう整理を進める。自然に関する研究成果を、研究報
告や専門誌で公表する。

自然史博物館管
理運営事業

広報紙やホームページのほか、ＳＮＳ等を活用した積極的な広報活
動を行う。事業の評価や改善を踏まえ、施設の将来計画に関する調
査・検討を進める。

冒険遊び場支援
事業

自然体験活動機会の充実を図るため、民間団体が実施するプレー
パーク（冒険遊び場）の開催及びスタッフの研修会実施等を支援す
る。

自然の家ＰＦＩ施設
整備運営事業

恵まれた自然環境の中で、野外活動及び集団宿泊研修を通じて、
青少年の心身ともに健全な育成を図るとともに、市民の生涯学習に
係る機会を提供する。

【新】自然史博物
館施設整備事業

自然史博物館をライフパーク倉敷の敷地内に移転し、ライフパーク倉
敷と一部複合化する。令和５年度は、基本計画を策定する。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ1２年度）

19.4％ 41.0％ 51.0％

14,689人 39,000人 50,000人

5.1点 6.2点 6.5点

予算額
（千円）

担当課

295,794 市民学習センター

115 中央図書館

1,331 自然史博物館

1,494 生涯学習課

1,081 生涯学習課

9,530 生涯学習課

785 生涯学習課

4,353 生涯学習課

基本施策⑨　一人一人が生涯を通して行う学びを支援するとともに、
　　　　　　　　 その学びによる地域の活性化を推進する

評価指標

自分が参加したいと思う講座や活動があると思
う人の割合

公民館、図書館で開催される生涯学習講座へ
の参加者数

市民一人当たりの市立図書館の貸出数

施策⑨－１　あらゆる世代に対応した学びの機会の提供

事業名 概要

生涯学習活動推
進事業【生涯学習活
動推進事業】

人生１００年時代を見据え、市民一人一人が生涯を通じて学ぶこと
のできる多様な学習機会を提供するため、利用者のニーズや地域課
題を把握し、中央公民館的な役割を担う市民学習センターと基幹公
民館、地区公民館の役割を明確にし、各種講座、講演会など学習
機会の充実と内容の向上に努める。

子ども読書活動推
進事業

子どもたちが読書に親しむ機会の充実を図るため、「倉敷市子ども読
書活動推進計画」に基づき、おはなしの会（読み聞かせ等）等の事業
をボランティア等と協働し実施する。

高梁川流域自然
史博物館展示事
業

開館４０周年を記念し、自然史博物館が所蔵する特に希少価値の
高い標本を展示する特別展「倉敷市立自然史博物館秘蔵お宝展」
を開催する。高梁川流域圏域の自然史系博物館と連携してスタンプ
ラリーを実施する。また、高梁川流域の市町と連携して自然観察会
を開催する（令和５年度は倉敷市、矢掛町を予定）。展示ユニット「ま
ちかど博物館」を公共施設等へ貸し出す。

いきいきパスポート
事業

倉敷市在住の小中学生に、市内の社会教育施設等が土・日・祝・振
替休日・７～８月の平日に無料となるパスポートを配布し、体験活動
の場の提供と施設の利用促進を図る。

高梁川流域パス
ポート事業

高梁川流域圏域在住の小学生に、圏域の社会教育施設等が土・
日・祝・振替休日に無料となるパスポートを配布し、体験活動の場の
提供と施設の利用促進を図る。

高梁川流域学び
直し支援事業

高梁川流域圏域の社会参画に困難を抱える１５歳から３９歳までの
方を対象として、カウンセリング・学習支援・居場所の提供等を実施
する。

生涯学習推進事
業

市民への学習機会の提供と市政への啓発として出前講座を実施す
る。また、市職員に対する生涯学習の啓発として、生涯学習研修会
を実施する。

高梁川流域連盟
運営事業

圏域に暮らす人々の連帯意識を育み、圏域全体の文化生活向上を
図るため、高梁川流域連盟が実施する各種事業を支援する。
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予算額
（千円）

担当課

82,912 中央図書館

1,386 中央図書館

109,433 市民学習センター

65,869
市民学習センター

中央図書館

46,500 市民学習センター

97,177 科学センター

200 科学センター

予算額
（千円）

担当課

－ 市民学習センター

－ 市民学習センター

－ 市民学習センター

施策⑨－２　学びの拠点となる生涯学習施設の機能
　　　　　　　　充実

事業名 概要

図書館図書購入
事業

収集基本方針に基づき、図書を購入する。子育て支援、ＳＤＧｓ等時
代にあった図書の資料収集に努める。

高梁川流域図書
館相互利用推進
事業

高梁川流域圏域の全ての公立図書館で返却ができる搬送システム
により、図書館の利便性向上を図り、相互利用を推進する。

生涯学習環境整
備事業

市民の生涯学習ニーズに応えるため、必要な施設・設備の整備を行
い、利便性の向上等施設機能の充実を図る。

ＥＳＣＯ事業
施設の省エネ改修による光熱水費削減分で、設備更新・維持管理
費用を賄うＥＳＣＯ事業をライフパーク倉敷・倉敷公民館・玉島図書
館で行う。

【拡大】公民館施
設整備事業

下津井公民館と下津井市民サービスセンターを複合化する。
船穂公民館と船穂憩の家を複合化する。令和５年度は実施設計を
行う。

科学センター運営
事業

プラネタリウム番組制作、投映及び全天周映画の上映に加え、科学
に関する常設展示の充実・特別企画展の開催、科学に関する講座・
イベントの開催等を通じて、青少年の科学に対する夢や憧れをはぐく
むとともに、広く一般に科学知識の普及・啓発を図る。

天文王国おかやま
事業

「天文王国おかやま」誘客促進協議会（事務局：井原市）に参加し、
高梁川流域圏域を中心とした県内の天文関連施設を活用したスタ
ンプラリー等を実施することにより、各施設の利用促進を図る。

施策⑨－３　学びの成果を地域で生かせる環境づくり

事業名 概要

地域還元型講座
実施事業【生涯学
習活動推進事業】

地域住民や利用者のニーズ・課題の把握に努め、学んだ成果を家
庭や地域へ還元できる（活かせる）講座を実施する。
※子育て支援、ＩＣＴ活用等の講座
（予算額は、「生涯学習活動推進事業」の予算額に含む。）

地域情報発信事
業【生涯学習活動推
進事業】

各地域の特色ある文化や産業等、地域資源の広報や伝承・保存に
つながる講座を実施する。
（予算額は、「生涯学習活動推進事業」の予算額に含む。）

地域力向上講座
実施事業【生涯学
習活動推進事業】

地域課題を把握し、関心の喚起や理解の深化、課題の共有化、問
題解決のきっかけづくりにつながる講座を実施し、地域力の向上や持
続可能な地域づくりの実現を図る。
※防災・減災や防犯、介護予防、自然環境、交通安全、ＳＤＧｓ等を
テーマにした講座
（予算額は、「生涯学習活動推進事業」の予算額に含む。）
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予算額
（千円）

担当課

－ 市民学習センター

－
美術館

自然史博物館

施策⑨－４　多様な主体と連携した生涯学習の推進

事業名 概要

くらしき市民講座
実施事業【生涯学
習活動推進事業】

行政機関との連携強化はもとより、大学や高校、ＮＰＯ等各種団体と
も連携し、防災や減災、子育て、環境問題、男女共同参画社会の実
現など、地域課題の解決や持続可能な地域づくりにつながる講座を
実施する。
（予算額は、「生涯学習活動推進事業」の予算額に含む。）

大学との連携によ
る学校等支援事
業

くらしき作陽大学及び倉敷芸術科学大学との人材交流や、連携協力
した地域の魅力発信事業を行うことにより、教員及び学生の資質・能
力の向上並びに地域活性化の実現を図る。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

就学前児童の
保護者79.5％

小学生の保護者
64.0％

就学前児童の
保護者82.0％

小学生の保護者
70.0％

就学前児童の
保護者85.0％

小学生の保護者
75.0％

就学前児童の
保護者90.0％

小学生の保護者
84.8％

就学前児童の
保護者92.0％

小学生の保護者
92.0％

就学前児童の
保護者95.0％

小学生の保護者
98.0％

予算額
（千円）

担当課

1,522 生涯学習課

2,850 生涯学習課

－ 中央図書館

－ 市民学習センター

54,872 学事課

基本施策⑩　安心して子育てできる環境を整える

評価指標

身近に子育ての相談ができるところがあると
思っている人の割合

子育てを家族で協力して行っている人の割合

施策⑩－１　子育てに関する情報提供と
　　　　　　　　体制の充実

事業名 概要

家庭教育学級開
設事業

家庭の教育力向上を図るため、家庭教育学級の開設及び保護者同
士の意見交換を通して学習できるワークショップを実施し、保護者や
地域住民へ対して家庭教育の機会を提供する。

子どもセンター事
業

親子間の交流の活性化を図るため、倉敷市子どもセンターを支援
し、子育て支援情報を掲載した情報誌「パワフルキッズ」を発行する
とともに、親子の体験活動の機会を提供する。

子育て支援コー
ナー整備事業

６館（中央、水島、児島、玉島、船穂、真備）全ての図書館に設置さ
れている子育て支援コーナーの資料を充実させ、子育てをしている
人を支援する。
（予算額は、「図書館図書購入事業」の予算額に含む。）

親育ち支援講座
実施事業【生涯学
習活動推進事業】

家庭教育の大切さや家庭として果たすべき役割などを学ぶ親育ち支
援のための講演会や講座を実施する。
（予算額は、「生涯学習活動推進事業」の予算額に含む。）

奨学金給付貸付
事業

＜新規募集人数＞【貸付】高校９人　大学・短期大学４４人　【返還
一部免除型貸付】大学・短期大学１０人　【給付】高校６人　大学・短
期大学２３人　専修学校７人
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

就学前児童の
保護者40.2％

小学生の保護者
47.1％

就学前児童の
保護者47.0％

小学生の保護者
55.0％

就学前児童の
保護者50.0％

小学生の保護者
60.0％

148,591人 286,000人 300,000人

予算額
（千円）

担当課

7,712 指導課

予算額
（千円）

担当課

5,226 生涯学習課

6,266 生涯学習課

1,872 市民学習センター

10,184 生涯学習課

4,692 生涯学習課

1,941 市民学習センター

基本施策⑪　学校、地域、家庭が連携し、地域全体で子どもたちを育む環境
　　　　　　　　 を整える

評価指標

地域の人に支えてもらって子育てをしていると
思う人の割合

学校・家庭・地域が連携した事業に参加した子
どもの数

施策⑪－１　「ふるさと倉敷」を愛し、誇りに思う心の育成

事業名 概要

郷土くらしきを大切
にする心育成プロ
ジェクト事業

・子どもたちが、郷土くらしきを愛し、故郷に親しみ、心豊かに成長で
きるような取組を、市民憲章に謳われている精神を生かして行う。
・小学校３・４年生の社会科で、地域教材を取り入れ市独自に作成し
た副読本を活用した指導を行う。
・生徒自身が身のまわりの問題に気づき、自ら考え、行動しようとする
力を育てることに重点を置き、生徒が主体的に問題解決を図ってい
こうとする能力や態度の育成を目指す。市内２６公立中学校の生徒
代表と小学生代表が一堂に会し、「倉敷っ子憲章」に準じた取組やＳ
ＤＧｓの視点を取り入れた取組などをテーマに協議する。

施策⑪－２　地域全体で子どもを見守る環境づくり

事業名 概要

よい子いっぱい基
金運営事業

子どもたちの健やかな成長を図るため、大山茂樹元市長の寄附と一
般から募った浄財を基金とし、よい子強い子表彰の主催のほか、青
少年の健全育成に係る各種事業の助成を行う。

二十歳の集い記
念事業

２０歳になる方で構成する実行委員会による企画運営の支援や地域
の各種団体との連携により、社会人としての自覚が持てる「二十歳の
集い」式典を開催する。

こどもまつり実施事
業

市内の子どもに関わる団体と協力して、子どもたちが集い、各種団体
がいろいろな遊びや体験のコーナーを開設したこどもまつりを開催す
ることで、子どもたちが交流を深めるとともに、少年団体の活動の活性
化を図る。

青少年健全育成
団体支援事業

市内２６中学校区に組織している「青少年を育てる会」の活動を支援
するとともに、研修会等の開催を通して地域の指導者の資質向上を
図る。

放課後子ども教室
推進事業

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安
全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て勉
強やスポーツ・文化活動等を行う。
※令和５年度は６１教室を開設予定 。国の１／３ 補助事業

子ども会支援事業
次世代を担う子どもたちを心豊かにたくましく成長させるために活動し
ている倉敷市子ども会連合会を支援する。
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－

指導課
学事課

生涯学習課
教育企画総務課

57,763 生涯学習課

予算額
（千円）

担当課

1,142 生涯学習課

550 生涯学習課

64,829
青少年育成

センター

【拡大】学校運営
協議会制度（コ
ミュニティ・スクー
ル）推進事業

学校や地域が抱える課題を解決し、子どもたちの健やかな成長とさら
なる質の高い学校教育の実現を図るため、「地域とともにある学校づ
くり」を目指す学校運営協議会制度の設置校（コミュニティ・スクー
ル）を拡充する。

【拡大】地域連携
による学校支援事
業

地域住民が主体となり、学校での学習支援や環境整備などの支援
活動を通して子どもたちと触れ合うことで子どもたちの豊かな人間性
を養い育むとともに、地域の教育力の向上を図る。令和４年度７６校
から令和５年度は７９校（予定）に拡大して実施する。
 　 国の１／３ 補助事業

施策⑪－３　青少年の健全育成施策の推進

事業名 概要

「生きる力」支援事
業

不登校及びその傾向のある子どもたちに対して、地域社会との接点と
して、居場所や体験活動の場を設けるとともに、保護者の心理的負
担軽減のための相談会を実施する。

青少年健全育成
推進大会実施事
業

青少年問題に対する市民意識の高揚を図るため、青少年健全育成
講演会や、「青少年を育てる会」の活動周知を行う青少年健全育成
推進大会を開催する。

青少年育成セン
ター非行防止活
動事業

補導員による街頭補導、相談員による相談活動を実施する。また、
関係機関等と連携して、青少年の非行防止活動や広域補導等を行
い、青少年の健全育成を図る。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

32,929人 90,000人 100,000人

215,818人 645,000人 690,000人

26.4％ 40.0％ 50.0％

予算額
（千円）

担当課

11,231 美術館

433 美術館

223 美術館

予算額
（千円）

担当課

3,309 美術館

689 美術館

基本施策⑫　文化芸術活動を振興する

評価指標

市立美術館の利用者数

文化施設（市民会館・芸文館・児島文化セン
ター・玉島文化センター・マービーふれあいセン
ター）の利用者数

生活の中で文化的活動（鑑賞と実践のどちらで
も可）を行っている人の割合

施策⑫－１　優れた美術品にふれる機会の提供

事業名 概要

美術館展覧会事
業

市民に美術に対する理解や関心を深めてもらうため、音楽や文学を
モチーフとした作品を展示する「絵は奏で、物語る－郷愁・旅情・生
きること－」展(仮称)や、新収蔵作品を紹介する展覧会を開催し、郷
土作家の優れた美術作品や様々なジャンルの作品に触れる機会を
提供する。

美術作品収集活
動事業

郷土ゆかりの優れた作家の作品の収集に努め、美術館コレクションの
充実を図る。

美術館広報活動
事業

ホームページでの展覧会内容等の英文表記を増やしたり、収蔵品の
ページに作品解説を加えるなど、美術館の展覧会や所蔵作品につ
いて積極的な情報提供を行う。

施策⑫－２　市民が楽しみながら芸術活動を行える機会や場所の提供

事業名 概要

美術館教育普及
事業

制作の技法を学習する実技講座や広く美術に関する情報を提供す
る美術教養講座のほか、展覧会内容に合わせてワークショップを開
催し、市民が気軽に芸術活動に親しむ機会を提供する。

倉敷っ子美術展
開催事業

子どもたちの創造性をはぐくむ契機とするため、小・中学生が制作し
た作品を展示する「倉敷っ子美術展」を開催する。
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

50.2％ 73.0％ 80.0％

58.6％ 62.0％ 67.0％

予算額
（千円）

担当課

3,523 文化財保護課

6,584
埋蔵文化財

センター

2,000
埋蔵文化財

センター

予算額
（千円）

担当課

11,160 文化財保護課

2,844 文化財保護課

312
埋蔵文化財

センター

基本施策⑬　歴史文化や伝統の保存・継承と活用を図る

評価指標

子どもと一緒に地域の伝統行事に参加したこと
がある人の割合

後世に伝えたいと思う歴史文化や伝統が継承
されていると思っている人の割合

施策⑬ー１　文化財の適切な保存と活用、継承

事業名 概要

歴史民俗資料館
管理運営事業

郷土の歴史民俗資料を収集・保存・展示する。

指定文化財保存
事業

指定文化財等の保存活用を行うため、環境整備や修理などの必要
な措置を講じる。

埋蔵文化財保護
事業

埋蔵文化財を通して、地域の歴史を知り、愛着と誇りを醸成するた
め、主催講座の開催、「ライフパークの集い」等のイベント参画、出前
講座等への講師派遣、インターンシップの受入れ、新たな学習推進
事業を実施する。

開発行為から埋蔵文化財を適切に保護するため事前協議を行うとと
もに、必要に応じて試掘確認調査や全面発掘調査を実施する。

埋蔵文化財調査
事業

文化財の適切な保護及び活用を図るため、市内の貴重な遺跡につ
いて、正確な範囲等を調査する。令和５年度は、内出１号墳の確認
調査、南山北古墳群、矢形２号墳の測量調査を実施する。

施策⑬－２　文化財に親しむ機会の充実

事業名 概要

文化財保護事業

文化財や史跡の活用を図るため、草木の伐採や清掃などの環境整
備を行う。
また、審議会に関することなど、文化財保護全般にわたる事業を行
う。

埋蔵文化財教育
普及事業
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実績値
（Ｒ３年度）

目標値
（Ｒ７年度）

目標値
（Ｒ１２年度）

42.7％ 53.0％ 58.0％

予算額
（千円）

担当課

44,811 文化財保護課

概要

基本施策⑭　歴史的・魅力的な景観の形成を推進し、受け継いでいく

評価指標

伝統的建造物群
保存事業

伝統的建造物群保存地区の町並みを保存するため、建物の外観を
修理、修景する者に補助を行う。（７件）

歴史的・魅力的な景観が保全されていると感じ
ている人の割合

施策⑭－１　地区の特性を活かした歴史的景観の維持向上

事業名
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　めざすまちの姿
（第七次総合計画）

基本
目標

基本施策 個別施策

①－１　人権教育の総合的な推進

①－２　学校園における人権教育の推進

①－３　家庭・地域社会における人権教育の推進

②－１　豊かな情操と道徳心の育成

②－２　心の育成につなげる支援の充実

②－３　学校園における校種間連携と諸課題の解決

教員の資質が保たれ、教員
と子どもが心豊かな人間関
係を築き、学校教育が充実
している

産業競争力が高く、多様な
人材が働く機会に恵まれ、
将来の暮らしに希望をもつ
ことができている

心に充足感やゆとりをも
ち、家庭と仕事の調和がと
れている

③－２　教職員の資質や指導力の向上

③－３　防災教育・安全教育の推進

③－４　安全・安心な教育施設の整備

持続可能な地域をめざす
SDGｓの理念を、だれもが
理解し、行動している

だれもが快適で活力に満ち
た生活ができるよう、先端
技術が生活に溶けこんでい
る

だれもが自分の健康に関心
をもち、健康づくりに自ら
取り組んでいる

⑤－１　子どもの体力向上・健康管理の推進

豊かな自然の恵みにより食
べ物がおいしく、健全な食
生活が実現されている

⑤－２　食育の推進

施策体系

だれもがその人らしさ（個
性）を尊重され、幸せに暮
らしていくことができてい
る

③学校教育の充実を図る

③－１　教育要領、学習指導要領のねらいの具体化
　　　　と確かな学力の向上

行政と市民、企業などが連
携し、防災・減災対策や感
染症対策などを積極的に進
めるとともに、だれもが命
を守る意識をもっている

④時代の進展に対応した
　教育を積極的に取り入
　れる

④－１　時代の進展に対応する教育の推進

⑤子どもの健康づくりを
　支援する

思
い
や
り
の
心
を
も
ち
　
自
分
ら
し
く
　
た
く
ま
し
く
生
き
抜
く
力
を
育
成
す
る
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

①人権尊重の精神を基盤
　とする人権教育を総合
　的に推進し、多様な価
　値観や生き方を認め合
　い、人権が守られる社
　会をつくる

人の痛みを、子どもたちが
実感としてわかっている

②全ての子どもが心も身
　体も健やかに成長でき
　る学びの場をつくる

、

、
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　めざすまちの姿
（第七次総合計画）

基本
目標

基本施策 個別施策

仕事と家庭の両立ができ、
親が子どもとふれあう時間
をもつことができている

⑥就学前教育の充実を図
　る

⑥－１　幼稚園教育の充実

⑦－１　支援体制の確立と個に応じた支援の充実

⑦－２　関係機関や民間団体等との連携

子どもたちが自然にふれな
がら、健やかに育っている

⑧子どもたちが緑や生き
　物などの自然にふれな
　がら、学べる機会を提
　供する

⑧－１　自然とふれあう機会・施設の充実

⑨－１　あらゆる世代に対応した学びの機会の
　　　　提供

⑨－２　学びの拠点となる生涯学習施設の機能充実

⑨－３　学びの成果を地域で生かせる環境づくり

高齢者が生きがいをもって
活動している

⑨－４　多様な主体と連携した生涯学習の推進

安心できる環境のもとで出
産・子育てができている

⑩安心して子育てできる
　環境を整える

⑩－１　子育てに関する情報提供と体制の充実

⑪－１　「ふるさと倉敷」を愛し、誇りに思う心
　　　　の育成

⑪－２　地域全体で子どもを見守る環境づくり

⑪－３　青少年の健全育成施策の推進

⑫－１　優れた美術品にふれる機会の提供

⑫－２　市民が楽しみながら芸術活動を行える
　　　　機会や場所の提供

⑬－１　文化財の適切な保存と活用、継承

⑬－２　文化財に親しむ機会の充実

先人から受け継いだ歴史
的・魅力的な景観が、市内
各地で守られている

⑭歴史的・魅力的な景観
  の形成を推進し、受け
  継いでいく

⑭－１　地区の特性を活かした歴史的景観の維持
　　　　向上

学校・園、地域、家庭が連
携して、子どもたちが困窮
することなく、安心して学
び、成長できる環境となっ
ている

⑪学校、地域、家庭が連
　携し、地域全体で子ど
　もたちを育む環境を整
　える

生活の中に個性的で魅力的
な文化芸術が息づいている

⑫文化芸術活動を振興す
　る

世代を超えて受け継がれて
きた歴史文化や伝統が大切
に継承され、輝いている

⑬歴史文化や伝統の保存
　・継承と活用を図る

夢
と
生
き
が
い
を
も
ち
　
学
び
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
社
会
を
実
現
す
る
　
・
　
ふ
る
さ
と
倉
敷
を
誇
り
に
思
い
　
倉
敷
の
未
来
を
担
っ
て
い
く
力
を
育
成
す
る

障がいの有無にかかわら
ず、等しく保育・教育を受
けることができている

⑦障がいのある子ども
　が、適切な教育や保育
　が受けられる体制を整
　える

興味あることを、だれも
が、気軽に学ぶことができ
ている

⑨一人一人が生涯を通し
　て行う学びを支援する
　とともに、その学びに
　よる地域の活性化を推
　進する

、

、
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